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準市場原理の理論的枠組みと公的介護保険制度
石踊紳一郎’
TheTheoreticalFrameworkofQuasi-marketPrinciples
andTheLong-TermCarelnsuranceSystem
ShinichimISHIODORIn
Ａｂｓ１Ｔｏｃ↑
Fromthel980'sindevelopedcountries,thebasicstructureofwelfareprovisionbegantoberadicallyreformedby
introduCingCompetitioninprovision,Thisacceleratedthemovementtowardthemarketenvironmentandprivatization・
Thisiscalledthemovementtowardaquasi-market､ＴｈｅrefOrmsofthelong-termcareinsurancesystemandsocial
welfaresystemofJapan,whichwereintroducedintheyearof2000(thetwelfthyearofHeisei),wereregardedas
examplesofstruCturalreformsinvolvingthecharacteristicsofaquasi-market･InthisthesisItrytoreadthoroughlythe
bookspublishedintheUKtoshowandorganizetheprinciplesofaquasi-marketmtroducedinUKandalsotryto
analyzebyusingtheframeworkofaquasi-marketshowfarandwidethemarketmechanismhasbeenintroducedinto
lapan'slong-termcareinsurancesystem,Theresultofanalysesrevealsthatmechanismofcompetitionhasnotbeenset
toworksatisfactorilyowingtothelimitintheuserchoicesofserviceswhichwascausedbytheinsufficiencyofthe
disdosureofinformation,althoughtheaimoftherefOrmwastoimprovethequalityofservicesprovidedbylettingin
manydifferentserviceproviders・SoIconsideritveryimportantandnecessaryfOrjapantobecomemorepositively
involvedintheimprovementofthequalityoftheserviceprovided・
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はじめに
福祉制度への市場メカニズムの導入は，福祉制度のな
かに新しい市場を創設した。イギリスでは，この市場を
｢準市場」（quasi-market）と呼び，市場としての特性，機
能するための条件．公平性，効率性からみた評価，メ
リットとデメリットなどをめぐる研究と議論が展開され
てきた。このように「準市場」という用語が登場したの
は，イギリスにおける社会サービス分野への市場原理の
導入とそれがもたらした変化の研究においてである（横
山2012:140,2009:４８)。具体的には，ルグラン（LeG尼n.）
やバートレット（Bartlett）らのグループによる著書
｢Quasi-MarketsandSocialPolicy」として1990年代に体系
的に整理された。彼らの研究はイギリスや日本の準市場
研究に大きな影響を与えた。わが国においても準市場の
I）
枠組みに関する理論的な先行研究が蓄積されてきてい
る。
さて，わが国の公的介護保険制度は，市町村を保険者
とし40歳以上の国民を被保険者とする社会保険方式を採
用し，①被保険者は保険料を支払うことで需給資格が得
られる，②被保険者はサービス利用に際しては定率の応
益負担があること．③在宅サービスに営利法人を含む多
様な供給主体が参入することで競争の原理が導入されて
いること．④政府による公定価格の設定やサービス提供
者への一定の規制があることなど，市場原理を活用しつ
つ公的規制を併せ持つ制度であり，その特徴は準市場の
理論的枠組みと類似性がある（佐橋2002:139)ｏそこで本
稿では．改めて，「準市場」（quasi-market）の理論的枠組
みを用いてわが国の公的介護保険制度の現状と課題を分
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析したい。
１．準市場の理論と特徴
平岡（2001）によれば，準市場の理論とは，標準的な
経済学の理論をベースとして，社会サービスにおいて市
場メカニズムが有効に機能する条件を明らかにし，実施
された市場化に向けての改革によって実現したサービス
供給システムが，それらの条件を満たしているのかどう
かを分析するために開発された理論的枠組みである（平
岡2001:44)。
ルグランら（1993）は．準市場の形成により提供コス
トを削減することで効率性の向上と資源の節約をもたら
すのか，それとも資源の無駄遣いの更なる原因を作りだ
すのか，利用者のニーズや要望に応答的で選択肢を増や
す体制を構築できるのか，あるいは商業主義によって提
供者と利用者の信頼に基づく関係が歪められてしまうの
か，貧困者や真のニーズを持っている人々に対応できる
システムとなっているのか，それとも社会の弱者を差別
したり非難するような二屑構造になってしまうのか（Le
GrandandBartIett,1993:１１）などの問題意織をもって，準
市場という言葉のもつ概念を次のように特徴づけてい
る。
「市場とは．独占的な国家による提供体制を競争
的で独立した提供者に転換するという意味であり，
準とは，いくつかの主要な点で通常の市場とは異な
るからである。その違いは，供給サイドと需要サイ
ドとの両方にある。供給サイドでは，通常の市場と
同じように提供者間での競争が存在しており，独立
した機関（学校,大学,病院,施設,住宅共済.個人家主）
が顧客をめぐって競い合っている。しかし，通常の
市場と対照的にすべての組織体が利潤の殿大化を求
めているのではない。需要サイドに関しては，消費
者の購買力は貨幣で示されてはいない。それは．特
別に割り当てられた予算で特定のサービス購入に限
られたバウチャーであったり，利用者が直接参入す
るのではなく，権限をもった購入機関が行うという
形をとることもある。峨入決定に関しての選択権を
行使するのは，利用者ではないことも重要である。
その選択・決定は利用者に代わって，国では社会
サービス局が，コミュニティ・ケアではケアマネー
ジャー，ヘルスケアではＧＰ（一般医：General
Pmctitioners）や保健局が行う。」と述べ，非営利組織
２
が営利組織と委託契約をめぐって競争し合うこと，
消費者の購買力は貨幣ではなく割り当てられたバウ
チャーの形か代理人に委ねられている。これらの点
が通常の市場とは異なる準市場の特徴であるとして
いる（LeGrandandBartletl,1993:１０)。
つまり，準市場とは．顧客をめぐって競争する独立し
た供給主体がいるという意味では市場に近いが，財や
サービスを購入するための費用は，基本的に利用者では
なく政府によって賄われるという点で市場とは異なるも
のと説明される。利用者に対しては，政府の予算や基金，
あるいはバウチャーといった形で財やサービスが提供さ
れ，それらの選択権も与えられる。そのため準市場に
よって，利用者の購買力の差．すなわち，不平等を作り
出さずに公共サービスを提供することが可能であり，基
本的には平等主義的な仕組みであると述べている（Le
Grand,2007:４１)。
さらにルグランは，よりよい公共サービスのための手
段として，４つの方法（①信頼モデル，②命令・統制モデル，
③発言モデル，④選択・競争モデル）を組み合わせること
３）
が必要であるとも述べている（LeGmnd,2007:14-15)。特
に，その中でも「選択・競争モデル」は公共サービスの
供給に準市場を導入した方法であり，準市場における
｢利用者の選択」と「供給主体の競争」という自律的原
則が他のモデルの短所を補い，よりよい公共サービスを
提供できると主張している。他の三つのモデルに欠けて
いる点は，どれもサービス供給主体の動機付けを適切に
コントロールできないという点にあるとされるが．「選
択と競争モデル」を導入することで，供給主体の利己的
で悪意のある行動を監視し，同時に不正や盗意的な操作
による不公平を是正できると主張し，「選択と競争」が
公共サービス提供において「もう一つの見えざる手」
(TheOtherInvisibleHand）として機能し，よりよい公共サー
ビスを達成する手段となると述べている（LeGmnd,2007：
36-46)。
準市場とはどのようなメカニズムを持つものであろう
か。繰り返すことになるが，公的なサービス供給体制を
国家財政から切り離し，財源調達と供給を分離した上で
民間部門と競争させるプロセスである。民間部門には，
営利機関もあれば非営利機関もある。それらのサービス
機関はもはや独占的な公共的コントロールの下に置かれ
ることはない。したがって，国家機関はサービスの条件
整備主体（enabler)，調達主体（Commissioner)．峨入主体
準市堀原理の理険的枠組みと公的介譲保険制度
(purchaser）になる。特に国家機関は十分な赴と質のサー
ビスが供給されるように監視する責任を担う点にfW意す
る必要がある（山本2002:18)。このように準市場の主た
る目的は公共サービスに競争原理をもたらすことであ
り．さまざまな供給機関は契約をめぐって競争すること
になる。
なお，準市場と通常の競争市場との相違については，
①国による財源調達,②専門家の介在,③利潤の追求性，
をみておかなければならない。第一に指摘できるのは，
準市場で提供されるサービスを購入する「賊貿力」は，
個人ではなく国家によって確保されるということであ
る。つまり，「購買力」は公的レベルでとらえられ，財
源調達については国がその役割を担うのである。第二に
は，利用者がサービスを選択する場合，利用者一瓢業者
の二者の関係ではなく，医師やケアマネージャーなどの
専門家が介在することである。デマンド（禰要）という
言葉は個人の欲求度を表し，ニーズは専門家によって判
定される必要度であるが，準市場においてもこのことが
当てはまる。第三には，サービス供給の担い手にボラン
タリー団体も含まれるため，供給主体のすべてが利潤の
極大化を求めるとは限らないということである。たとえ
ば，ボランタリー団体は自らが掲げるミッション（環境
保護．協同事業．セルフヘルプ等々）を達成することで，
社会的貢献を志向しており，必ずしも直接的な利益を求
めるものではない（佐橘2008a:122)。
準市場の原理とは，競争に代表される市場原理の活用
を標傍しつつも，公的規制をも併存させる制度的枠組み
である。この場合の公的規制は，参入規制とメカニズム
の監視・監督を通じた質の標準化（保持・向上）に関す
る規制であり，市場をコントロールするというよりも，
サービスをコントロールするという意味である（佐橋
2008b:７５)。
２．準市場の評価基準
ルグランらは，また準市場の改革を評価するための適
切な評価基準（CriteriafbrEvaluation）を明確にしている。
その評価基準は，領域（範囲）「何が含まれるべきか｣，
定義「どのように特定化すべきか｣，主体「誰の目から
みた基準か一政治家．公務員，利用者，研究者なのか」
などの問題があるが．①効率性（EfYiciency)，②応答性
(Responsiveness)，③選択性（Choice)，④公平性（Equi【y）
の４つの視点をあげている（LeGrandandBartlett,1993:13-
14)。
３
効率性に関しては，福祉分野の関係者にとっては受け
入れ難い概念ではあるが資源の浪費（無駄）をなくすこ
とが効率性概念を適用するゆえんであると論じている。
効率性という言葉が非難を浴びる要因はそれが粗効率性
(CrudeefYicicncy）と同一視されているからである。粗効
率性とは単にサービスの供給を効率化することを目的と
しており，サービスのトータルコストが低ければ低いほ
ど他のサービスより効率的であるといえる。つまり，低
コストのサービスは質が低いか，哉的にも不足するサー
ビスを意味している。
それに対して，ルグランらが求めているものは生産的
効率性（ProductiveefYiciency）である。ある一定水準の質
や量のサービスを維持しつつ，提供するサービスの費用
が最小になるように組み立てることを愈味しており，対
価性つまり投入した資金に対して可能な限り最低のコ
ストで，提供するサービスにいかに多くの付加価値を与
えるかが亜要であると述べている（LcGrandandBartletL
l993:１４ト15)。
応答性とは，利用者のニーズや欲求にしっかりと対応
することである。しかしながら、従来の官僚的福祉政策
が利用者への配噸が足りなかったり，不親切であったと
いう批判（それは感覚的な批判だとしても）に対応するた
め，応答性を尚める必要が生じた。サービス提供者が応
答的であれば（利用者の心にきちっと寄り添っていれば)，
サービスを受ける側の満足度も増すのである。また，地
域のニーズや優先事項に臨機応変に対応したスタッフに
対して，より大きな報酬を与えることで応答性向上への
インセンティブ効果が働くとも述べている（LeGrandand
Bartlett,1993:15-16)。
選択性については．福祉サービス利用者の選択肢を増
やすことは準市場改革にとって重要な点で，利用者の権
利保障の一部でもある。選択の概念には，誰の選択かと
いう問題と利用者がどんなサービスを受けられるか，ど
の提供者を選ぶことができるのかの問題，つまりサービ
スの選択と提供者の選択の違いもある。提供者の選択に
ついては，営利・非営利セクターを関与させることで多
様性を担保することとしている。そして，利用者が受け
るサービスについて自由に選択できることで効率性と応
答性という政策目的が容易になるかもしれない。また，
福祉サービスのもつ複雑な側面と長期わたるという性質
を考慮に入れると，声（Vbice）のメカニズムが選択の拡
張を含む退出（Exit）のメカニズムよりは，応答‘性を達
成する手段として好ましいものである（LeGmndand
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Bartlctt,1993:ｌ倖18)。
公平性に関しては，サービスが収入の多寡や社会経済
的身分や性別．民族性などの要因に拘わらず全ての人に
公平に提供されることである。それは，供給されるサー
ビスの質と逓がニーズを必要とする度合いによってのみ
判断されることである。つまり，ニーズを雄も必要とす
る人たちにサービスを集中すべきであると，ニーズに関
連づけて公平性を定義しているのである。こうすること
によって．より大きな社会正義や公平性を促進できると
４）
している（LeGrandandBartlett,1993:19-33)。
また，ルグランらは準市場改革を成功へと導く評価基
準としての４つの目的，すなわち，効率性，応答性，選
択性，公平性を達成するためには満たすべき条件
(ConditionsfbrSuccess）があるとしている。それらの条件
としては，①市場構造（MarkctS1ruclure)，②情報
(Infbrmation)，③取引費用と不確実性（TransactionCostsand
Uncertainty)，④動機づけ（Motivation）と⑤クリー ムスキ
ミング（CreamSkimming）である（LeGrandandBartIen，
1993:18-19)。
第一の市場構造に関しては，市場が効率的で応答的で
選択的であるためには，競争的でなければならないとし
ている。そのためには多くの提供者と峨入者の存在が必
要であり，需要と供給の力関係（相互作用）が価格を決
定し，資源の効率的配分を示すシグナルとして働くとし
ている。一方，準市場においては提供者を小規模化分
散化することで競争が促進され，効率性の向上につなが
り利用者のニーズに応答的な立場がとられ，幅広い選択
権を与える結果にもなり得るとしている。また．効率性
を高めることで準市場への新規参入者を引き込んだり，
有能な提供者の退出防止にもつながるとしている（Le
GrandandBartlett,1993:18-19)◎
サービス価格に関しては，購入機関の管理された価格
設定メカニズムにより公定価格が設けられている。それ
は政府の予算枠の範囲内で決定され供給されるサービス
を制限している。利用者の需要の多寡が価格決定に影響
を与えないということである。そのためには代理人であ
る関係機関が利用者のニーズにきわめて鋭敏でなけれ
ば，利用者の意向を充分に反映した価格設定にはなり得
ない。したがって，価格決定のプロセスに利用者が参加
することが，利用者サイドに立った効率的な価格決定の
必須条件であると述べている（LeGmndandBartIett,1993：
18-19)。
第二の情報の非対称性を緩和するには，提供者．購入
４
者がともにサービスの価格と質に関する正確な情報を安
価に入手できることが必要である。提供者は供給する
サービスの適切な原価計算ができる情報を得られるこ
と，購入者は提供者が質を下げることで価格を下げる可
能性を防止するために，サービスの質をモニタリングで
きるようにすることである。
また，モラルハザードや逆選択が提供されるサービス
の質の低下を招くことを示している。モラルハザードと
は，提供者がサービスの提供に際して契約事項に記戦さ
れているより少ない資源を投入する場合に起こる。逆選
択は．提供者がサービスの供給に不利益な影響を与える
かもしれない情報を購入者には明かさない場合に起こ
る。これらを防止するためには購入者による継続的なモ
ニタリングが必要となる。情報の非対称性を利用して機
会主義的戦略（OPPorlunisticBehavior）を取る可能性を排
除することが，効率性の改善に寄与すると述べている
(LeGrandandBarlietl,1993:24-26)。
第三の取引費用と不確実性について，準市場において
の取引は従来の市場よりも複雑で多面的であり，不測の
事態が起こることが予想される。そのため取引費用とい
う負担（コスト）が生じることを考慮しておく必要があ
る。そのコストは提供者の規模に影響されるため分散化
も必要であり．契約の拡大が不確実性を増大させる状況
を生むことになる。不確実性は「制限された合理性」と
関連してより複雑化するので，提供者と購入者の間でリ
スクを共有することが求められる（LeGrandandBarlIeu，
1993:2作30)。
第四の動機づけに関する問題点は，提供者サイド，購
入者サイド双方に生じてくるが．サービス提供者は利潤
を追求することが求められる。一方の購入者はどのよう
なニーズがあるのかを把握し，適切にそれに応じ得る
サービス提供のあり方を検討するなど，利用者の福祉追
求という動機を持たなければならないとされている（Le
GrandandBartIett,1993:30-31)。
最後にクリームスキミングの防止であるが，クリーム
スキミングとは「いいとこどり」を意味しており，サー
ビス提供者が自らの利益を最大化するよう購入者や利用
者を選別することである。それを防ぐためには，教育現
場や医療機関において費用のかかりそうな子供や患者に
対しては割増金や特別手当などのフォーミュラ（方式）
で支援することを提案している。準市場においては低所
得者層への費用負担に配慮して受給資格がありニーズを
もつ利用者にサービスを届けることになる。これは，公
準市場原理の理輪的枠組みと公的介講保険制度
平性を確保してニーズの有無をサービス利用の可否につ
なげるのであって，提供者にとってより大きな利益をも
たらす可能性を持つ利用者を選別することを防ぐための
ものである（LeGrandandBalllelt,1993:31-33)ｏ
要約すると，供給者間の競争，情報の開示，不確実性
への対応，供給者の利益追求動機，利用者の福祉追求動
機，ニーズに応じた利用者の平等性などである。
佐橋（2008a）によれば，これらの成功条件を満たすこ
とによって形成される準市場は．以下の点において評価
されることになるという。
第１の生産的効率性に関しては，質を確保しながらコ
ストを抑制するという「生産的効率性」の追求が見込ま
れることで，利用者に質や量ともに優れたサービス提供
が可能になるとされた。第２の応答性の向上に関しては・
多様な提供者が存在して．かつ，提供者は利潤追求，利
用者は福祉追求という動機づけを持つことで緊張関係が
生まれ，購入者や利用者のニーズに応えることが求めら
れる。また，聯入費用が公的に担保されることで一定の
採算が見込め，種々のサービスが登場する可能性を持つ
ことになる。これはサービスの質の一部となるだけでな
く，給付水準を決定する要素にもなる。第３の選択性の
向上に関しては，この場合の選択とはサービスの選択と
提供者の選択を意味している。当然，提供者に対する選
択と提供者の多様化との間には相関性がある。さらに．
｢声」(voice)や「出口」(exit)の確保も重要とされる。「声」
は応答性の確保に，「出口」は選択の幅の拡大に資する
とされる。第４の公平性の確保に関しては。公定価格を
設定することや低所得者に対して費用負担の減免や無料
化策が講じられることで所得や支払能力，性別や人種に
関係なくニーズに対応したサービスの利用が可能にな
る。また，サービス提供者が利用者をクリームスキミン
グする危険性も低下する（佐橋2008a:32)。
佐橋（2008b）は，ルグランらが提唱する準市場の原理
は．サービス提供体制における効率性，応答性．選択性．
公平性の達成を目的とする市場構造へと転換し，情報の
非対称性を緩和し，提供体制の安定化や取引費用の確保
を求めるものである。また，公平性を確保するためにク
リームスキミングの防止が求められる。
重要なことは準市場化の目的が，従来の公共サービス
提供体制における短所の克服にある点である。そのため
に一定の公的規制を加えつつ．市場の長所とされる種々
の要素を取り入れることになったのである（佐橋2008b：
79-80)。
５
3．準市場理論の先行研究
駒村（2004）はquasi-marketを疑似市場と訳し．イギ
リスにおいて1980年代後半から保守党政権が進めた教
育，医療，コミュニティ・ケアといった対人社会サービ
ス分野おける公共率業・国営企業を対象とする民営化，
規制緩和の動きを詳細に整理している。
駒村は，疑似市場のポイントは，「供給者」と「購入者」
の分離（providcr-purchaserspIit）であるとしている。これ
までは政府は自らの部門で公的サービスを生産し，自ら
購入してきた。しかし，疑似市場では，政府は自らサー
ビスの生産は行わない。サービスの生産は政府ではな
く，多様な競争的な民間事業者が行なう。さらに「購入
者」と「財政（支出者)」の分離も重要である。これまで
政府は「購入者」でありかつ「財政（支出者)」であった
が，疑似市場では，政府は「財政（支111者)」になるが脳
入者にはならない。サービス生産の費用，財政は税や社
会保険といった公的な資金で賄われる。公的サービスの
利用者はこれまでの依存者から脱却し，財源から購入権
を与えられた「購入者」になり，自ら選択権を行使でき，
多様な事業者は「供給者」として「購入者」を巡り競争
する（駒村2004:213-214)。それが機能する条件として，
①十分な供給主体が存在すること，②価格・報酬体系に
関するインセンテイブ設計の重要性，③ニーズ把握の問
題，④サービスの安定供給の問題．⑤コストの増加の問
題をあげている（駒村2004:215-216)。
そして，どのような競争市場メカニズム（費用負担・
価格設定）を導入することが公平性・効率性・責任・選
択の多様性という基準から適切か，またどのような規制
(NHSにおける地域保健当局のモニター機能など）を課すこ
とが公平性を保つことに役立つかを検証した。そして，
特に情報構造と公平性に関係するクリームスキミングが
重要な問題になるとしている（駒村2004:217)。そのうえ
で，疑似市場は「従来の措置原理は供給者優先のメカニ
ズムであり，供給者が「良かれ」と思ったことがサービ
ス改善の原動力であったが，疑似市場では利用者から選
択されることが,サービス改善の原動力となる。つまり，
供給者優先の社会福祉から利用者優先の社会システムに
なる」（駒村2004:225）としている。
平岡（2001）も同じく「1980年代以降，福祉国家体制
の再編が進むなかで，多くの先進諸国において，社会
サー ビスの供給システムに多元化（pluralization）と市場
化（marketization）という概念で特徴づけられる変化が生
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じている」（平岡2001:30）と捉えている。そして，準市
場に関するルグランらの研究分析に基づいて，市場メカ
ニズムを有効に機能させるための取るべき措世として，
｢第１に，そうした措置の中には両立が不可能なものがあ
る。例えば，情報の不完全性の問題を解消するために特
定の供給者と購入者が長期的な契約を結ぶことは，競争
を阻害する。第２に，市場メカニズムの阻害要因の中に
は，ケア・サービスの本来の特性に根ざすもので，除去
するのが困難，或いは不適当とみなされるものがある。
例えば，サービス利用者の心理的安定や健康の維持とい
う点からみて，サービス供給機関の市場からの『退出」
を積極的に促す措置をとることは不適当だということが
ある」（平岡2001:47）と提案している。
さらに，平岡（２００４）は，「社会サービスの市場化とは，
現実には疑似市場化を意味する。それだけに，市場化の
是非について論じる前に，実際に社会サービスにおいて
どの程度まで市場化が可能であるのか，あるいは，現実
にどの程度まで市場メカニズムが作用しているかを客観
的に評価・分析することが重要である」（平岡2004:297）
と指摘している。
児山(2004）も「近年の公共サービス改革において「市
場」の要素の導入が亜要な位置を占めている。イギリス
では1990年代初めから，準市場（quasi-market）という概
念が用いられるようになってきた」（児山2004:129）と認
識し、ルグランらの提唱する準市場の概念を整理すると
ともにその定義に多くの問題点を含んでいるとしてい
る。まず，準市場が「市場」である理由について次のよ
うな問題点を指摘している。
第１に，準市場が市場である理由の一つに，独占
的な国家の供給者を「競争的」な供給者によって置
き換えることであるとしている。しかし，「独占市
場」があるように市場は競争的であるとは限らな
い。経済学では，独占的か，競争的かという問題は
市場の定義ではなく市場構造または市場形態の問題
である。ルグランらも準市場の成功の１つとして市
場構造が独占的か競争的かという問題を位置づけて
いる。第２に，「国家」の供給者を「独立」の供給者
に置き換えることである。しかし，「国家」と対比
させて「独立」という言葉を用いると，公立の供給
者は準市場における供給者から排除されそうである
が，例えば，地方の公立学校も供給者に含まれてい
る。第３に，準市場が「市場」である理由の中には，
６
利用者の選択が可能であるという点が含まれていな
い。バウチャー制などの点からも，利用者の選択と
いう要素を準市場の「市場」の側面の中に位置づけ
るべきであろう。
また，準市場が「準」である一つの理由は，非営
利組織の存在である。経済学では，供給者が営利を
追求するかどうかは市場の定義ではなく経済主体の
動機の問題として扱われる。ルグランらも供給者の
動機を準市場の成功の条件の1つとして位置づけて
いる。また，準市場の本質的な要素である「サービ
スの費用を利用者ではなく政府が負担するという
§）
点」が含まれていないと指摘している（児1112004：
133-134）。
児山は準市場を「政府が費用を負担し，当事者間に交
換関係がある方式」（児山2004:134）と定義した。その上
で，サービス利用の意思決定の権限の所在に基づいて，
準市場を「政府購入型」「専門職購入型」「利用者選択型」
の三つに分類し，準市場の概念の多様な用法を体系的に
整理した（児山2004:13作137)。
横山（2012）は，1980年以降の先進諸国の社会保障制
度改革及びそれに伴い1990年代前半から始まった福祉改
革を，従来の利用・提供の仕組みに市場要素を導入し，
市場における売買と実質的には変わらない仕組みへと置
き換えることであったと認識して，これらの「市場化」
と呼ばれる改革は，今日その影響力を強めて新自由主義
的改革の一環として具体化され推進されてきた（横山
2012:148)。そして，この市場化改革の理論的構築に「準
市場」の概念で寄与したのがルグランらイギリスの研究
者たちであったと捉えている。
ルグランらの準市場論を「時として営利組織も含むが
非営利組織が委託をめぐって競争すること，消費者自身
ではなく代理人が売買に関わる点や脳買が割り当てられ
たバウチャーの形をとること，などの点が通常の市場と
は異なる準市場の特徴である。」（横山2012:148）と要約
している。また，横山は，「ルグランらの説明は，あく
まで需要と供給の特性であって，準市場における競争の
特性については言及しておらず，その意味で市場の特性
論としては不十分である。市場の特性を競争の性格から
規定するためには，競争の行われる環境がどのような特
性を備えているかを明らかにする必要がある。競争の自
由を支える一般的条件は，価格競争の自由と参入・撤退
６）
の自由によって担保される｡」（横IlI2Ol2:149）と述べて
準市場原理の理論的枠組みと公的介甑保険制度
いる。競争の基本を支える条件として，市場が閉じられ
た環境ではなく事業者が自由に市場に出入りできる環境
が必要であるとしている。したがって，準市場の特性は．
これらの条件が具体的にどうなっているのか．どのよう
に規制が加えられ、制約が課せられているかの視点から
評価することが必要であると述べている。つまり，公定
価格が定められたもとでは自由な価格競争は排除され，
競争の主な内容はサービスの質やコスト削減の競争とな
る。また．事前規制が行われれば参入・撤退の自由は制
限され競争も限定的なものになるとしている（横1112012：
149)。
４．準市場とわが国の公的介護保険制度
財政構造改革の一環として位置づけられた社会保障構
造改革では，①国民経済との調和を図りつつ，社会保障
に対する国民の需要に適切に対応すること．②個人の自
立を支援することを基本とし，在宅サービスを重視した
利用者本位の効率的なサービス提供の仕組みづくり，③
公私の適切な役割分担を明確にしつつ．規制緩和等を進
めることにより民間活力の導入を促進．が改革の基本的
方向として示され、その第一歩として「公的介護保険制
度」が創設されることとなったのである（佐橋2008:30)。
このことは，介護サービス市場の誕生を意味する。しか
し，これは一般の市場の形態と異なり，負担のあり方．
サービス利用等に関して要介護認定や報酬単価などに公
的規制が設けられている。つまり，社会福祉の分野に市
場の要素を導入して，提供されるサービスの質や効率性
を高めようとする準市場の理論的枠組みに類似してい
る。そこで，わが国の公的介護保険制度の準市場的要素
について，先に述べたルグランとバートレットの理論的
枠組みに従って準市場化の成功条件である①市場構造，
②情報，③取引費用と不確実性，④動機づけ，⑤クリー
ムスキミングの視点からその特徴と現状を考察して分析
７）
を試みる。
4.1．市場構造
市場が応答的で効率的であるためには，市場構造を独
占的なものより競争的なものへ転換する必要がある。そ
のためには，サービス提供者を小規模化・分散化し，参
入促進・退出防止を通じて多数の提供主体を確保し，購
入者をめぐる提供者間の競争を促進させることが必要で
あるとされる（LeGrandandBartIett,1993:19)◎我が国の場
合，提供者については営利・非営利を問わず一定の要件
を満たすことで介護事業者として参入できることとな
７
り，介護保険法で在宅介謹サービス事業者としての指定
を受けることで，介護サービスの供給主体となることが
可能となった。また．退出に関しては，法的には指定要
件を基準に淘汰されることとなった（佐橋2002:141)。
価格に関しては．一般市場においては，価格は滞要と
供給の関係によって価格が変動し，消費者の選択や財，
サービスが持つ代替性によって価格調整が行われるが．
公的介護保険制度においては公定価格として介護報酬単
価が設定されている。このことは．限られた予算の中で
サービスを提供しなければならず，公定価格を設定する
ことにより価格を効率的なものにする。つまり，公定価
格が定められる意義としては，費用の抑制や利用者の所
得に関係なくサービスを受けられるようにするためのも
のである（佐橋2008a:34)。
しかしながら，設定される価格水準によっては，介護
サービスを利用できない．もしくは利用を手控える現状
が散見される。また．逆に報酬単価が低く設定された場
合には，サービス提供者は採算が合わなくなり，蚊終的
には，撤退を余儀なくされる状況が出てくる。したがっ
て．介護報酬単価は利用者やサービス提供事業者の状況
を十分に勘案して，慎重に設定する必要がある。
4.2．情報
介護サービス事業者を選ぶ際，公定価格が設定されて
いるので価格や付加価値が判断基準にならず，サービス
の質が主な判断理由になるはずである。しかし，利用者
と介護サービス事業者の間には「情報の非対称性」があ
ることから，事前に事業者のサービスの質を判断するこ
とは難しい（LeGrandandBartlctt,1993:24)。つまり，サー
ビス提供が効果的に運用されるためには．適切な価格設
定とサービスの質の確保のための情報の非対称性防止が
必要である。利用者の選択性や提供されるサービスの質
を商める観点から，情報の非対称性を解消するために事
業者の積極的な情報開示が求められる。公的介護保険制
度においては「介護サービス情報の公表制度」や「サー
ビス提供機関の情報」など，厚生労働省や独立行政法人
医療．福祉機構の情報ネット「ＷＡＭNET」上で公表さ
れ，また，事業者や市町村が相談苦情対応をすることと
されている他．成年後見制度や日常生活自立支援事業
(|Ｈ：地域福祉権利擁護邪業）など，利用者の人権が擁護さ
れることとなっている。しかし，現状では情報の雌，内
容，サービスの質に関しては十分ではなく，容易に情報
を得ることも難しい状況である（佐橋2002:144)。
また，情報の非対称性を利用して機会主義的戦略
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(OpportunisticBehavior）を取ることによって起こるモラル
ハザードと逆選択の防止策も必要である。事業者のモラ
ルハザードとして，過剰供給が過剰介護につながり，そ
のことで利用者の介護に対する依存度も高くなり自立の
妨げになっている。
吉田（2007）によると，このことは公的介護保険制度
が自立支援や自助努力に報いる制度設計になっていない
ことに起因するものであり，利用者が自立しない可能性
と介護者が自立させる努力を怠る可能性も指摘されてい
る（吉田2007:101)。
4.3．取引費用と不確実性
取引過程の複雑さに伴う取引費用の発生および不測の
事態を意味するものである。取引費用は，事前・事後の
２つがある。事前については契約など利用開始に際して
の細心の注意を払うことの重要性，事後についてはモニ
ター の必要性を強調している（LeGrandandBartleu,1993：
27)。
公的介護保険制度においては，サービス利用に際して
重要事項説明書や契約書を作成して提供するサービス内
容について利用者に十分に説明することとなっている。
しかしながら，内容がより専門的で煩雑なために，利用
者やその家族がサービス内容を十分理解しているかどう
かは，疑問のあるところである。このことが，事後の不
測の事態の際に費用を増大させる結果となり得る可能性
を秘めている。それゆえ，提供したサービスに対する何
らかの不都合や不測の事態への対応策として，サービス
提供事業者がそのリスクのために保険に加入することを
義務づけることが必要である（佐橋2002:144)ｏ
4.4．動機づけ
供給者は利益追求動機を，購入者は福祉追求動機を持
つ必要があるとしている（LeGrandandBarlIett,1993:３１）
が，公的介護保険制度導入をビジネスチャンスと捉え，
利益追求動機を１つの目的としている多くの民間営利企
業が在宅介護サービス事業を中心に参入してきた。一
方，利益追求動機に不明確な従来の社会福祉法人，ＮＰＯ
法人などの組織もある（佐橋2002:144)。
購入者が利用者と完全に分離している場合には．購入
者は利用者の福祉追求動機を持つことが必要であるとし
ている。我が国の公的介護保険制度においては，購入者
と利用者が一致している。利用者の介護サービス利用に
際しては，支援・利用計画を作成して給付管理の役割を
果たす介護支援専門員の大半がサービス提供事業所に所
属している。そのため．その果たすべき役割が中立的な
８
ものになりにくく，購入者（利用者）の意向が軽視され
る可能性がある。
4.5．クリームスキミング
低所得者層に対してサービス費用の無料化や減免など
の配慮を行うことで，サービス提供主体が自らの利益を
最大化しようと利用者を不当に選別することを防ぐため
のものである（LeGmndandBartlett,1993:32-33)。認知症や
手のかかりそうな利用者に対しては，介護報酬が段階的
に設定されているので問題は低いように思えるが，認知
症高齢者共同生活介護事業所（グループホーム）において
は，介護度に応じた報酬単価の幅が少ないフラットな単
価設定になっているために重度な利用者の排除といった
可能性が大きい。
８）
介謹サービスは利用に際してl晋Ｉの利用負担であるた
め，保険料に関しては低所得者層に対しての配慮はある
ものの，2005年の改正介護保険制度により食費や居住費
用を施設利用者から徴収する見直しが行われ，利用者に
とっての負担感の増加とともにクリームスキムされる恐
れがある（佐橋2002:144)。
おわりに
準市場の理論的モデルから，わが国の公的介護保険制
度の現状と課題をみてきたが．市場構造に関しては，事
業者は提供するサービスの質や効率性の達成よりもむし
ろ利潤追求のためのコスト削減の競争を繰り広げる傾向
が見える。情報の非対称性の防止については，システム
的にも事業者の情報開示が十分なされているとは言い難
い。また，モラルハザードや逆選択の防止策も不足して
いる。適正なサービス提供や利用者の健全な自己決定が
行われることが必要である。取引費用と不確実性につい
ては，情報の非対称性とも関連するが，サービス利用に
際して事前説明の重要性の再認識とともに，事後のサー
ビス内容のモニタリングが不十分であるｏ動機づけの観
点からは，利用者の福祉追求動機を十分に反映し得ない
状況もある。生産的効率性よりも粗効率性の達成が重視
されている。クリームスキミングに関しては，施設サー
ビスおいて補足的給付制度はあるものの居住費や食費な
どが挙げられるが利用者にとっても負担感が増している
(佐橋2002:147)。
既述のように，わが国においても高齢者介護の分野に
おける準市場化が進んできたが，高齢化の進展による
サービス利用者及びサービス量の増加に伴い，介護保険
料及びサービス利用料の上昇など，介護保険財政の運営
準市場原理の理論的枠組みと公的介護保険制度
Iま厳しい状況が予想される。今後ますます増大する介護
ニーズに十分に対応するためには，国が準市場システム
に介入し，効率性と公平性を達成するための仕組みづく
りが必要となろう。
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注
Ｉ）準市場（疑似市場）に関する日本での研究には，駒村康平
（2002)，平岡公一（2001)．児山正史（2004)．佐橋克彦
（2000,2002,2008)．横山需一（2012)，坪洋一（2008)，狭
間直樹（2008)，奥野俊樹（2012）などがある。
2）縦者はすでに「準市場としての公的介護保険制度の現状と
課題」については発表した「九州社会福祉年報第６号｣。
3）ルグランのフレームワークは真野（2012)，坪（2008）を参
照。
4）イギリス社会の柵造的特徴である多民族国家（muIticultu礎
society）を平和的に機能させていくためには．公平性とい
う概念は欠かすことのできない概念である。
5）１１１用の負担の削合や交換関係の有無にはさまざまな程度が
ある。準市場と市場の境界を定めるのは政府と利川者の費
用負担の割合である。我が国の公的介護保険制度には，そ
の利用に際してl荊（平成27年８月から一部2割）の利用負担
がある。
6)公定価格が設定されること（価格規制が行われること）の
必要性は，所得の多寡に関係なく利用者にサービスが届け
られるようにするためである（佐橋2008)。また．サービ
ス機関の市場からの「退出」を祇極的に促すことは，サー
ビス利用者の心理的安定や健康の維持という点からみて．
不適当だということもある（平岡2001)。
7）公的介護保険制度を準市場の理論から分析・検討したもの
は．駒村康平（2002)，狭間直樹（2008)，平岡公一（2001)，
横山涛一（2012）などある。ここでは「準市場の枠組み」
の介護サービスへの提供を中心に佐橋克彦（2000,2002,
2006,2008）を参考に考察，検討する。
8)平成27年８月から．第１号被保険者のうち，一定以上の所得
がある利用者はサービス利用費の2側負担となった。
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